
（単位：円）

交付金

充当経費
その他

1
小中学校給食原材料費高

騰対策補助金

①コロナ禍におけるエネルギーや食料品価格等の物価高騰により、学校給食で

使用する食材費にも影響が出ているため、食材購入費（教職員は除く）の高騰

分を支援することで、保護者負担の軽減を図りながら学校給食を継続して安定

的に実施する。

②学校給食費の食材購入費の高騰分への補助

③小学校　単価20円×655,821食=13,116,420円

　中学校　単価24円×338,557食=8,125,368円

④市内各小中学校21校

21,241,788 21,241,788 0
R5.4.1～

R6.3.31

保護者負担分の給食費の増額を

行わず、物価高騰の影響に伴う

給食費不足を理由とする学校給

食の未提供日をゼロとする。

①市内小中学校21校で安定的に予定している給食の提

供ができた。

②物価高騰が続き、その値上幅も想定できない上に、

保護者の経済状況が好転しない現状にあるため、今後

も安定的な学校給食を提供するために継続的な支援が

必要である。

2
小中学校給食原材料費高

騰対策補助金（追加分）

①エネルギーや食料品価格等の物価高騰により、学校給食で使用する食材費に

も影響が出ているため、食材購入費（教職員は除く）の高騰分を支援すること

で、保護者負担の軽減を図りながら学校給食を継続して安定的に実施する。

②学校給食費の食材購入費の高騰分への補助（追加支援）

③小学校　単価15円×149,196食=2,237,940円（1～3月）

　中学校　単価17円×74,468食=1,265,956円（1～3月）

④市内各小中学校21校（児童・生徒及びその保護者）

3,503,896 3,106,000 397,896
R6.1.1～

R6.3.31

保護者負担分の給食費の増額を

行わず、物価高騰の影響に伴う

給食費不足を理由とする学校給

食の未提供日をゼロとする。

①市内小中学校21校で安定的に予定している給食の提

供ができた。

②物価高騰が続き、その値上幅も想定できない上に、

保護者の経済状況が好転しない現状にあるため、今後

も安定的な学校給食を提供するために継続的な支援が

必要である。
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